


























































































































































































































































































































































































































B ニューヨーク州民の Lがアイオア州民の Cを訴え、事故の損害として
万ドルを請求する。Cは、反訴として、10万ドルを請求する。
C ニューヨーク州民の Lがアイオア州民の CとMを訴え、CとMの車
の衝突によって被った損害を請求した。Lは、CとMのどちらか、ある
いは、双方に過失があるとして10万ドルの損害賠償を求めた。

















































た州であり、もう一つは、会社の本社（principal place for business）のあ
る州である。





































州の州民である Xが同じ A州の州民である Yを訴えるのは、A州の州裁










被告が B州民と C 州民であれば、完全な州籍相違になる。しかし、原告
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グラノンの事例 Glannon p45 参照。
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